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平成２２年１月１５日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 不当利得返還請求事件 

平成２１年１１月１３日口頭弁論終結 

 

判     決 

原告     有限会社Ｘ 

被告     国 

 

主     文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告は、原告に対し、１０００万円及びこれに対する平成１９年７月６日か    

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は、原告が、被告において原告名義の預金を株式会社Ａに帰属するもの

として差し押え、これを取り立てたことにより、原告は当該預金残高に相当す

る損失を受け、被告は法律上の原因なく同額の利得を受けた悪意の受益者であ

ると主張して、被告に対し、不当利得に基づく返還請求として、利得金１億１

１７８万３７１１円のうち１０００万円及びこれに対する受益の日の翌日であ

る平成１９年７月６日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損

害金の支払を求めたところ、被告において、上記預金は原告ではなく株式会社

Ａに帰属していた旨、原告の設立は法人格の濫用に該当し、原告は自らが株式

会社Ａと別人格であることを主張できない旨を主張し、上記差押えは適法であ
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るとしてこれを争っている事案である。 

１ 前提となる事実関係 

以下の事実は、当事者間に争いがないか、以下の括弧内に掲記した証拠及び

弁論の全趣旨によって容易に認めることができる。 

（１）原告及びその関連会社の概要等 

ア 原告（乙３の３） 

本店所在地 大阪府 

目   的 パチンコ店、ゲームセンター等の娯楽施設の運営、清掃、

保守管理の請負業、一般労働者派遣事業等 

役   員 取締役 Ｂ（以下「Ｂ」という。） 

設立年月日 平成１４年３月２９日 

資 本 金 ３００万円 

イ 株式会社Ａ（以下「Ａ」という。乙４） 

本店所在地 原告と同じ 

目   的 パチンコ店、ゲームセンター等の娯楽施設の運営、清掃、

保守管理の請負業、一般労働者派遣事業等 

役   員 代表取締役 Ｂ 

取 締 役 Ｃ（以下「Ｃ」という。） 

取 締 役 Ｄ 

監 査 役 Ｅ 

設立年月日 平成７年３月８日 

資 本 金 １０００万円 

なお、Ｃは、昭和５７年３月にＢと婚姻し、平成７年３月に離婚した者

であるが、平成９年ころから平成１９年５月までの間、Ａの経理を担当し

ていた（乙７、１７）。 

ウ 有限会社Ｆ（以下「Ｆ」という。乙３の１） 
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本店所在地 原告と同じ 

目   的 遊技場の経営、労働者派遣事業等 

役   員 取締役 Ｂ 

設立年月日 平成１０年２月１３日 

資 本 金 ３００万円 

（平成１２年７月３０日解散、同年１０月１日清算結了） 

エ 有限会社Ｇ（以下「Ｇ」という。乙３の２） 

本店所在地 原告と同じ 

目   的 パチンコ店、ゲームセンター等の娯楽施設の運営、清掃、

保守管理の請負業、労働者派遣事業法に基づく労働者派遣

事業等 

役   員 取締役 Ｂ 

設立年月日 平成１２年４月２５日 

資 本 金 ３００万円 

なお、Ｇは平成１４年４月１日以降稼働していない（乙６）。 

オ Ａは、平成１３年１１月１日、一般労働者派遣事業の許可を受けたが、

上記４社のうち一般労働者派遣事業の許可を受けているのはＡのみである

（乙３８）。 

（２）本件訴訟に至る経過等 

ア 泉大津税務署及び岸和田税務署は、平成１５年５月から、Ａ、Ｇ及び原

告に対する税務調査を実施したが（以下「本件税務調査」という。）、更

正処分等を下すには至らず、原告に対し、従業員の給与に係る源泉所得税

につき納税告知処分をした。 

イ 大阪国税局査察部は、平成１８年２月、Ａにつき、消費税法及び地方消

費税法違反の疑いがあるとして査察調査（以下「本件査察調査」という。）

を実施し、平成１９年２月、Ａ及びＢを大阪地方検察庁に告発した。 



 

4 
 

ウ 大阪地方検察庁は、ＢがＡの平成１５年６月期から平成１８年６月期ま

での消費税及び地方消費税合計１億０９７１万円９９００円を免れたもの

として、Ａ及びＢを消費税法及び地方消費税法違反により起訴した（以下、

Ａ及びＢを被告人とする刑事事件を「別件刑事事件」という。乙１５）。 

エ 大阪国税局徴収職員は、平成１９年２月１３日、原告の平成１５年度の

源泉所得税及び法人税にかかる加算税及び延滞税並びに平成１８年度の消

費税及び地方消費税を徴収するため、株式会社Ｈ銀行の原告名義の普通預

金口座を差し押さえた（甲１０）。 

オ 泉大津税務署長は、同年６月２２日、①Ａに対し、平成１７年６月期及

び平成１８年６月期の法人税及び平成１４年６月期から平成１８年６月期

までの消費税の各更正処分を行うとともに、Ｇ及び原告を源泉徴収義務者

として課された平成１４年度から平成１８年度の源泉所得税につき、Ａが

真正な源泉徴収義務者であるとして、源泉所得税の告知及び賦課決定処分

（以下、上記更正処分と併せて「本件更正処分等」という。）を行い、②

原告に対し、原告が納付した法人税、消費税及び源泉所得税のうち納付す

べき税額を減少させる更正が可能な部分について減額の更正処分（以下「本

件減額更正」という。）を行った。 

原告は、本件減額更正により、過誤納金（以下「本件過誤納金」という。）

の還付請求権を取得した。 

カ 大阪国税局徴収職員は、平成１９年６月２２日、Ａの本店所在地に赴き、

Ｂから本件過誤納金の振込先を聴取した上、大阪国税局長は、同年７月５

日、株式会社Ｉ銀行（以下「Ｉ銀行」という。）羽衣支店の原告名義の普

通預金口座（口座番号       、以下「本件口座１」という。）に

本件過誤納金及びこれに伴う還付加算金を振り込んだ。 

大阪国税局徴収職員は、前同日、Ａの平成１９年度の源泉所得税、法人

税、消費税及び地方消費税を徴収するため、本件各口座の各預金（以下「本
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件各預金」という。）を差し押さえ（以下「本件差押え」という。）、同

日、これを取り立てた。 

なお、Ｉ銀行には、平成１４年４月１６日、本件口座１のほか、原告名

義の普通預金口座（口座番号       、以下「本件口座２」といい、

本件口座１と併せて「本件各口座」という。）が開設されており（乙４０

の１及び２）、平成１９年７月５日現在の本件各口座の残高は１億１１７

８万３７１１円であった。 

（３）別件刑事事件の帰すう等 

ア 大阪地方裁判所は、平成２０年３月１３日、別件刑事事件について、Ａ

を罰金３０００万円に、Ｂを懲役３年（執行猶予５年）に処する旨の有罪

判決を言い渡した。 

上記判決においては、罪となるべき事実として、人材派遣業を営むＡの

代表取締役であるＢが、Ａの業務に関し消費税及び地方消費税を免れよう

と企て、事業実体のない原告を設立し、課税仕入れに該当しないＡの従業

員に対する給与を原告への外注費であるかのように仮装し、課税仕入れに

かかる消費税額を過大に計上するなどした事実が認定された（乙１５）。 

イ Ａ及びＢは、上記判決を不服として控訴したが、大阪高等裁判所は、同

年８月２６日、控訴棄却の判決を言い渡した。 

ウ Ａ及びＢは上記判決を不服として上告したが、平成２１年１月１６日、

同判決は上告棄却により確定した。 

２ 争点及び当事者双方の主張 

（１）本件各預金が原告に帰属していたか否か。 

（原告の主張） 

本件各預金は原告に帰属していた。 

ア 原告は法人としての実体を有し、事業活動を行っている。 

（ア）原告は、Ｂが出資金３００万円を出損して設立された有限会社であり、
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その主な事業活動は、Ａから請け負ったパチンコ店における店舗の運営、

管理及び接客等の業務である。原告は、これらの業務を行うためにＡから

営業及び顧客管理業務に従事させるための出向社員を受け入れ、従業員を

募集して雇用した。原告は、これらの従業員の給与を支払い、従業員の雇

用に必要な源泉所得税、労働保険の保険料、福利厚生費等を負担し、時間

外労働に関する協定を締結している。また、従業員が交通事故に遭った際

は休業損害証明書を発行している。 

（イ）原告は、出資金及び事業活動による収益等を原資とする独自の会社資産

を有し、これらの財産は、主にＢの指示の下に、Ｃら担当者が複数の銀行

預金口座に預入れするなどして管理しており、同担当者らが会計事務を行

って必要な税務申告及び納税を行っている。本件税務調査の際に原告に対

する納税告知処分が行われていること、大阪国税局が平成１９年２月に源

泉所得税等の滞納により原告名義の預金を差押え、これ強制徴収している

ことも、原告が独自の事業活動を行い、会社資産を有していることを示し

ている。 

イ 本件各預金は原告に帰属していた。 

（ア）本件各預金は出資金及び原告の事業活動によって生じた収入によって出

損され、かつ、その口座の開設・管理もＢの指示によって行われ、原告自

身が管理していた。 

（イ）本件差押えが行われた際の本件各口座の残高の大半は、原告に還付され

るべき本件過誤納金であり、還付金が振り込まれたことによって形成され

たものであるから、その原資は、Ａのものではなく原告自身の財産であり、

これをＡに帰属するという被告の主張には論理矛盾がある。 

（被告の主張） 

本件各預金はＡに帰属しており、原告には帰属しない。 

ア 原告には事業実体がない。 
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（ア）原告には、事業を継続して営んでいくために必要な従業員はおらず、原

告固有の事務所も存在せず、従業員はもとより、取引先の者においても、

原告に事業実体があると認識していた者はおらず、事業実体はＡにあると

の認識であった。 

（イ）Ａと人材派遣先との間で交わされた業務請負契約書等を精査しても、原

告を派遣元としたものはなく、すべてＡが派遣元とされている。また、原

告は自社で電話を設置しておらず、事務所の所在地を同じくするＡが電話

の使用契約を結び、料金も支払っていた。 

（ウ）そもそも、Ａは労働者派遣業者の許可を受けていたが、原告は労働者派

遣業の許可を受けておらず、原告の従業員を派遣することは法律上認めら

れていなかった。 

（エ）原告があたかも事業実体があるかのような外形を整えているのは、消費

税を免れる仕組みを利用するために仮装されたか、あるいは、当該仕組み

を利用する過程で派生したものであるから、原告の事業実体を裏付けるも

のではない。 

イ 本件各預金はＡに帰属していた。 

（ア）本件各口座の名義人は原告であるとはいえ、本件各口座を開設し、その

後、これを管理していたＣは、Ａの取締役であり経理事務担当者であり、

同人に対するＢの指示はＡの代表取締役としての指示である。原告にはお

よそ活動実体がなく、その行為は原告の活動ではなくＡの行為というほか

ないから、本件各口座を開設し、その後、管理していたのはＡである。 

（イ）本件各口座を新規に開設した際の資金も、Ａからの短期借入金となって

おり、Ａと原告との関係にかんがみれば、本件各口座の開設原資の実体は、

Ａの出損であった。 

（２）原告の設立が法人格の濫用に該当するか否か。 

（被告の主張） 
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原告の設立は法人格の濫用に該当する。 

ア Ａは、Ａの代表者であるＢの指示を通じて、原告をその道具として用いて

いた（支配の要件）。 

（ア）Ａは、Ａの代表者であるＢの指示により、消費税を逃れる目的で原告を

設立しており、両社の代表権ある役員も同一であって、同人以外に原告に

関する事務手続に支配を及ぼしていた者はいない。 

（イ）原告は、独自に事業を遂行するための資格、物的要素、人的要素のいず

れをも有しておらず、原告には事業実体がない。Ｂは、Ａに雇用された派

遣社員について、あたかも原告に雇用されており、Ａから原告に対して人

材派遣業務の外注が行われているかのような外形一切を整えている。 

イ Ｆ、Ｇ及び原告は、その本店所在地及び代表権のある役員が同一である点

で共通する上、これらの会社はほぼ２年前後の間隔で順次設立され、いずれ

も資本金を３００万円とする有限会社である。これらの会社には事業実体が

なく、その設立目的は、実体のない法人を次々と設立させることにより、新

規事業者の２年間の免税期間を利用して、消費税の課税を免れることにあり、

違法な目的である（目的の要件）。 

（原告の主張） 

ア いわゆる法人格否認の法理は、私人間の関係における取引の相手方を保護

することを目的とする法理であり、公法上の関係である租税法律関係におい

てはその趣旨は全く妥当せず、国税徴収法の規定にも背馳する。 

仮に租税法律関係において法人格否認の法理が適用されるとしても、民事

執行法上は法人格否認の法理は適用されないとするのが通説判例であり、滞

納処分としての差押えにおいても同じ要請が働くから、少なくとも滞納処分

としての差押えについて法人格否認の法理が適用される余地はない。 

イ 仮に、滞納処分に法人格否認の法理を適用する余地があるとしても、原告

とＡが税務上別会社として取り扱われていること、本件差押え時の本件各口
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座の残高の大半はＡではなく原告に還付すべきものとして還付された本件過

誤納金であることから明らかであるように、一方では原告とＡを税務上別人

格として扱い、他方では法人格否認によって同一人格とみなすのは極めて恣

意的な取扱いであって許されない。 

第３ 争点に対する判断 

１ 認定事実 

前提となる事実、証拠（以下に掲記したもののほか、甲１５、乙５１、原告

代表者）及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

（１）原告、Ａ、Ｆ及びＧの概要等 

ア 原告、Ａ、Ｆ及びＧは、その本店所在地及び代表権のある役員がＢであ

る点で共通している。 

イ Ｆ、Ｇ及び原告は、２年前後の間隔で順次設立され、いずれも資本金を

３００万円とする有限会社であるが、いずれも一般労働者派遣事業の許可

を受けていない。 

また、Ｆは、平成１２年４月２５日にＧが設立された後、同年７月３０

日に解散しており、Ｇは、原告の設立後、平成１４年４月１日以降稼働し

ていない。 

ウ 原告及びＧには独自の事務所も看板もなかった。また、原告は独自の電

話加入権を有しておらず、事務所の所在地を同じくするＡの電話回線を使

用していた（乙１７、２２、２５ないし２７、３０、３７）。 

エ 原告、Ｆ及びＧに独自の従業員はいなかった。なお、Ａの従業員であっ

たＪ、Ｋ、Ｌ、Ｍ及びＮについては、同人らがＡからＧないし原告に出向

する旨の出向契約書及びＡとＧないし原告との間の協定書が作成されてい

るが、同人らがＧないし原告に出向して稼働した事実はなく、これらの書

面はいずれも本件税務調査の開始後、Ｂの指示により、日付を遡らせて作

成されたものであった（乙１７、１９、２２、２３、２５、２６、３０）。 
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（２）派遣社員の雇用形態等（甲４、５、乙１７、１８、２２、２３、２５ない

し２９、３１ないし３５、３７） 

ア Ａは、人材派遣先との間において業務請負契約を締結し、パチンコ店等

に派遣社員を派遣していたが、原告が人材派遣先との間で業務請負契約を

締結した事実はない。 

イ Ａは、求人情報誌に求人広告を掲載して派遣社員を募集し、面接を行う

などして派遣社員を採用した。なお、求人情報誌にはＡの名前で求人広告

が掲載されていたが、広告料の請求書の宛名は、Ｂの指示により、Ｇ又は

原告と記載されていた。 

ウ Ａと派遣社員との間では雇用契約書が作成され、派遣社員に対しては、

Ａ作成の雇用通知書、就業規則、「勤務前の心構え」及び「就業の心得」

と題する説明文書等が交付されていた。 

エ 派遣社員に対する給与は、派遣社員が各自勤務時間等を記載した「Ａ出

勤簿」と題する出勤簿やタイムカードを集計された後、Ａシステムと称す

るコンピューターシステムを用いて計算され、Ａ名義の預金口座から派遣

社員に振り込まれていた。 

オ 派遣社員に対しては、Ａ作成の給与明細書及び給与規定が送付されてい

た一方、源泉徴収票は原告名義で発行されていたが、源泉徴収票が原告名

義で発行されていることについて多数の派遣社員から問い合わせを受けた

ため、源泉徴収票を交付する際、Ａが原告に給与処理業務等を委託してい

る旨の文書が併せて交付されていた。 

（３）Ａの会計処理方法等（乙７、１７ないし１９、２３、３０、４７ないし５

０） 

ア Ｏ（以下「Ｏ」という。）は、Ｏ会計事務所において税理士として稼働

している者であり、Ｐ（以下「Ｐ」という。）は、上記事務所の事務員で

あったが、平成８年８月ころからＡの税務申告等を担当していた。 
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イ Ｂは、平成１０年２月にＦを設立した後、Ｐに対し、派遣先から支払わ

れる請負代金をＡの預り金として計上し、これをＦに移動させてＦの売上

として計上した上、これを再びＦからＡに対し手数料として移動させる方

法で会計処理をするよう指示した。 

なお、上記会計処理によれば、消費税法上、資本金１０００万円未満で

設立されたＦの売上については、設立後２年間の消費税の支払が免除され

ることとなる。 

ウ Ｂは、平成１２年４月にＧを設立した後、Ｐに対し、今後は派遣先から

支払われる請負代金をＡの売上として計上し、ＡからＧに対して人材派遣

を外注して外注費を支払う方法で会計処理をするよう指示した。外注費の

比率は、もっぱらＢの指示により定められた。 

なお、上記会計処理によれば、消費税法上、Ａにおいては、外注費が消

費税額の控除対象となる課税仕入れに該当し、本来支払うべき消費税の支

払を免れることとなるとともに、資本金１０００万円未満で設立されたＧ

においては、設立後２年間の消費税の支払が免除されることとなる。 

また、ＡとＧとの間においては、平成１２年４月２５日付け業務請負契

約書が作成されているが、同契約書は、平成１５年に行われた本件税務調

査の開始後、Ｂの指示により、日付を遡らせて作成したものであり、業務

契約の範囲及び業務処理の基準は別紙によるとされているものの、その別

紙に該当する書面は添付されていない。 

エ Ｂは、平成１４年３月に原告を設立した後、Ｐに対し、Ｇの場合と同様

に、派遣先から支払われる請負代金をＡの売上として計上し、Ａから原告

に対して人材派遣を外注して外注費を支払う方法で会計処理をするよう指

示した。外注費の比率は、もっぱらＢの指示により定められ、変更されて

おり、その比率が確定申告書の申告期限になってから変更されることもあ

った。 
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なお、上記会計処理によれば、消費税法上、Ａにおいては、外注費が消

費税の控除対象となる課税仕入れに該当し、本来支払うべき消費税の支払

を免れることとなるとともに、資本金１０００万円未満で設立された原告

においては、設立後２年間の消費税の支払が免除されることとなる。 

また、Ａと原告との間においては、平成１４年２月２６日付け業務請負

契約書が作成されているが、同契約書は、平成１５年に行われた本件税務

調査の開始後、Ｂの指示により、日付を遡らせて作成したものであり、業

務契約の範囲及び業務処理の基準は別紙によるとされているものの、その

別紙に該当する書面は添付されていない。 

オ 平成９年ころからＡの経理を担当していたＣは、派遣社員に対する給与

を支払う際、Ｂの指示により、Ａ名義の預金口座から一旦派遣社員の給与

相当額を出金して原告名義の預金口座に入金した後、再度、これをＡ名義

の別の預金口座に入金し、当該口座から給与を支払う作業を行っていた。

原告のみならず、Ｆ及びＧについても、派遣社員に対する給与の支払方法

は同様であった。 

また、Ｃは、派遣社員の所得に係る源泉所得税についても、Ａ名義の預

金口座から源泉所得税相当額を原告名義の預金口座に入金し、当該口座か

らこれを支払っていた。 

カ Ｂは、Ｐに対し、原告の消費税の免税期間が経過した後の平成１７年２

月期の確定申告書の作成に当たり、今後はＡから原告に対する人材派遣の

外注を止めるよう指示したが、Ａの支払うべき消費税が多額となることか

らその支払を拒み、同年８月ころには、従前どおり原告に対する外注を前

提に確定申告書を作成するよう指示し、さらに、外注費を約４７００万円

増やすよう指示した。 

キ Ｏは、平成１８年２月に行われた本件査察調査の後、Ｐに対し、Ａの同

年６月期の確定申告書の作成に当たり、原告に対する人材派遣の外注を止
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めるよう指示したが、Ｂから、Ａの支払うべき消費税が多額となることか

らその支払を拒まれたため、Ｐに対し、再び、従前どおり原告に対する外

注を前提に確定申告書を作成するよう指示した。 

２ 争点（１）（本件各預金が原告に帰属していたか否か）について 

（１）上記認定事実によれば、原告は一般労働者派遣事業の許可を受けておらず、

労働者派遣事業を遂行する資格がないこと、原告には独自の事務所や看板、

電話加入権もなく、独自の従業員もいないこと、派遣社員を募集して採用し、

派遣社員との間の雇用契約書等を作成して給与を支払っていたのはＡであっ

たこと、派遣社員の源泉徴収票は原告名義で発行されていたものの、派遣社

員に対しては、その雇用主がＡであることを前提とする文書が併せて交付さ

れていたこと、Ａと原告との間の業務請負契約書は、契約の主要な要素を定

める別紙の添付がないのみならず、日付を遡らせて作成されたものであった

こと、Ａ及び原告においては、派遣先から支払われる請負代金をＡの売上と

して計上し、Ａから原告に対して外注費を支払う方法で会計処理が行われて

いたが、Ｂは、確定申告書の作成に当たり、外注費の計上を止めるよう指示

したかと思えば、その後、これを覆して再びこれを計上するよう指示したり、

計上すべき外注費を増額するよう指示するなど、もっぱら自らの一存によっ

て外注費の金額等が定められ、変更されていたことなどが認められ、これら

の事実を総合すると、原告に事業実体があったと認めるのは困難である。 

原告は、法人としての実体を有し、事業活動を行っている旨主張するが、

原告の主張する諸事情は、いずれも法人としての外形を整えるための行為と

みるべきものであって、原告に対して納税告知処分等が行われたことも、そ

の事業実体を裏付けるに足りるものではない。 

（２）もっとも、前提となる事実及び証拠（乙３９）によれば、本件各口座は、

いずれも、平成１４年４月１６日にＡからの短期借入金１万円を入金して開

設された普通預金であることが認められるところ、定期預金等の場合とは異
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なり、普通預金については、入金の都度、消費寄託契約が成立するものの、

合算された残高全体につき１個の預金債権が成立するため、その帰属を決す

るに当たっては、預金開設時の事情のみならず、その後の事情をも考慮に容

れてその帰属を決するのが相当であると解される。 

これを本件各口座についてみると、証拠（乙４０の１）によれば、本件各

口座においては、手数料や原告代表者に対する給与支払等の出入金が繰り返

し行われていることが認められ、しかも、本件差押えがなされた時点におけ

る本件各口座の原資は、そのほとんどが大阪国税局長から原告に対して振り

込まれた本件過誤納金及びこれに伴う還付加算金であって、これらがＡの預

金として預け入れられたものとまでは認められないから、前説示のとおり、

原告に事業実体があったと認めるのが困難であるとしても、後述の法人格否

認の法理等によることなく、本件各預金が原告に帰属していたことを否定す

ることはできない。 

（３）したがって、本件各預金は原告に帰属していたものというべきである。 

３ 争点（２）（原告の設立が法人格の濫用に該当するか否か）について 

（１）前提となる事実によれば、原告とＡは、いずれもＢが代表権を有する会社

組織であり、原告に事業実体があったと認めるのが困難であることは前説示

のとおりである。 

そして、上記認定事実によれば、Ｆ、Ｇ及び原告は、その本店所在地及び

代表権のある役員が同一である点で共通していること、これらはほぼ２年前

後の間隔で順次設立され、いずれも資本金を３００万円とする有限会社であ

るが、一般労働者派遣事業の許可を受けていないこと、Ｆ及びＧもまた、原

告と同様に事業実体があったと認めるのは困難であること、ＡとＦ、Ｇ又は

原告における会計処理によれば、消費税法上、Ａにおいては、本来支払うべ

き消費税の支払を免れることになるとともに、資本金１０００万円未満で設

立されたＦ、Ｇ及び原告においては、設立後２年間の消費税の支払が免除さ
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れることとなること、ＦはＧの設立後に解散されており、Ｇは原告の設立後、

稼働していないこと、Ｂは、原告の消費税の免税期間が経過した後の確定申

告書の作成に当たり、外注費の計上を止めるよう指示したが、Ａの支払うべ

き消費税が多額となることからその支払を拒み、再び外注費を計上するよう

指示したり、計上すべき外注費を増額するよう指示して消費税の支払を免れ

ようとする行動に及んでおり、その結果、本件刑事事件において有罪判決を

受けるに至っていることなどが認められ、これらの事実を総合すると、原告

は、Ａの代表者であるＢの支配の下に、Ａの消費税の支払を免れる目的で設

立されたものと認められる。 

（２）Ｂは、Ｆ、Ｇ及び原告の設立目的等に関し、上記認定に反する供述（甲１

５、乙５１を含む。以下同じ。）をするが、Ｂの供述によっても、同人がな

ぜ本店所在地及び代表権のある役員を同一にする有限会社をほぼ２年前後の

間隔で順次入れ替わりになるような形で設立しなければならなかった合理的

理由は必ずしも明らかでなく、同人の供述は直ちに採用することができない。 

（３）また、原告は、いわゆる法人格否認の法理は、私人間の関係における取引

の相手方を保護することを目的とする法理であり、公法上の関係である租税

法律関係においてはその趣旨は全く妥当せず、国税徴収法の規定にも背馳す

る旨、滞納処分としての差押えについて法人格否認の法理が適用される余地

はない旨を主張する。 

しかしながら、法人格否認の法理は滞納処分としての差押えの効力を拡張

するものではなく、その適用が租税法律主義や国税徴収法の規定に反すると

解すべき理由はない。また、法人格否認の法理は権利濫用又は信義則等に根

拠を置くものであり、法人格の濫用により滞納処分としての差押えを免れる

ことを許容するのは、公平な税負担の実現にもとる結果となり妥当でない。 

なお、原告は、原告とＡが税務上別会社として取り扱われていること、本

件差押え時の本件各口座の残高の大半が本件過誤納金であることから、一方
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では原告とＡを税務上別人格として扱い、他方では法人格否認によって同一

人格とみなすのは極めて恣意的な取扱いであって許されないとも主張するが、

これらはいずれも被告の主張を排斥するまでの事情とはいえないから、原告

の上記主張はいずれも採用することができない。 

（４）したがって、原告の設立は法人格の濫用に該当するから、原告は、被告に

対し、信義則上、原告がＡと別異の法人格であることを主張することができ

ない。 

４ よって、主文のとおり判決する。 
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